
た
今
回
の
大
幅
な
賃
金

引
き
下
げ
は
憲
法
に
違

反
し
て
お
り
、
人
事
院

か
ら
も
遺
憾
の
意
が
表

明
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
今
回
の

人
事
院
勧
告
で
は
、
実

際
に
は
支
払
わ
れ
て
い

な
い
俸
給
表
額
と
民
間

賃
金
を
比
較
し
、
民
間

よ
り
２
７
３
円
上
回
っ

て
い
る
が
較
差
は
小
さ

い
の
で
給
与
及
び
一
時

金
の
改
定
を
見
送
る
と

の
勧
告
を
行
い
ま
し
た
。

も
し
民
間
と
の
較
差
が

大
き
け
れ
ば
さ
ら
な
る

賃
金
引
き
下
げ
を
勧
告

す
る
と
の
姿
勢
を
示
し

た
人
事
院
は
、
も
は
や

労
働
基
本
権
制
約
の
代

償
機
関
の
役
割
を
完
全

に
放
棄
し
た
と
言
え
ま

す
。今

回
の
国
家
公
務
員

給
与
の
大
幅
引
き
下
げ

を
口
実
に
、
私
た
ち
地

方
公
務
員
労
働
者
の
さ

ら
な
る
賃
金
引
き
下
げ

の
動
き
も
懸
念
さ
れ
ま

す
。
今
回
の
国
家
公
務

員
賃
金
引
き
下
げ
と
地

方
公
務
員
賃
金
を
連
動

さ
せ
な
い
こ
と
が
今
秋

の
確
定
闘
争
の
重
要
課

題
と
い
え
ま
す
。

55
歳
で
昇
給
停
止

青
年
層
に
も
深
刻
な
影

響
ま
た
、
55
歳
を
超
え

る
職
員
は
標
準
の
成
績

で
は
昇
給
を
停
止
す
る

こ
と
を
勧
告
し
ま
し
た
。

一
昨
年
の
55
歳
超
職
員

の
１
・
５
％
一
律
削
減
、

昨
年
度
の
40
歳
超
職
員

の
給
料
表
引
き
下
げ
に

続
き
高
齢
層
を
狙
い
打

ち
に
し
た
賃
金
引
き
下

げ
で
す
。
も
ち
ろ
ん
、

55
歳
昇
給
停
止
は
公
務

労
働
者
の
生
涯
賃
金
の

大
幅
抑
制
が
真
の
狙
い

で
す
。
生
涯
賃
金
の
抑

制
は
、
高
齢
者
層
よ
り

も
む
し
ろ
青
年
層
に
よ

り
深
刻
な
影
響
を
与
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

減
額
前
の
俸
給
表
上
の
架

空
の
給
与
を
民
間
と
比
較

政
府
は
今
年
２
月
、
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

財
源
確
保
等
を
理
由
に
、

国
家
公
務
員
給
与
を
２
年

間
に
わ
た
り
月
例
給
で
４
・

77
〜
９
・
77
％
、
一
時
金

で
９
・
77
％
も
の
減
額
を

強
行
し
ま
し
た
。
こ
の
結

果
、
民
間
に
比
べ
月
例
給

で
平
均
２
８
６
１
０
円
も

下
回
っ
て
い
ま
す
。
人
事

院
勧
告
抜
き
に
実
施
さ
れ
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２０１２年人事院勧告について（談話）
２０１２年８月９日

兵庫県高等学校教職員組合

書記長 中村邦男

１．人事院は８月８日、一般職国家公務員の給与等の勧告と報告をおこない

ました。賃金および一時金に関しては、民間との較差がいずれも僅少であっ

たとして改定を見送りました。ただし、50 歳台後半層の高齢層職員の給与

については、給与法を「改正」し、標準以下の勤務成績では昇給しないこと

などを内容とする昇給・昇格制度の「見直し」・抑制措置を行うべきと報告

に盛り込みました。その結果、55 歳を超える職員については、人事評価で

「特に優秀」「優秀」以外の評価の者は昇給しないことになります。その理

由として、人事院は、昨年の現給保障額の廃止、一昨年の1.5％一律削減に

よっても「官民の給与差は相当程度残ることが想定される」としていますが、

これは、2005 年の勧告で廃止した高齢層の昇給停止への実質上の回帰です。

高齢層に焦点をあてた度重なる賃下げは、青年層を含むすべての公務労働者

の生涯賃金の抑制を意味しており、断じて認めるわけにはいきません。

２．今年は、民自公３党の議員立法による賃下げ法が強行され、平均で7.8

％もの賃金削減が行われているもとでの勧告となりました。人事院は、減額

後の官民較差について28,610円（7.67％）としたものの、勧告にあたっては、

減額前の俸給表の額と比較し、その官民較差が「僅差」であるとしました。

これは、憲法を幾重にも踏みにじって強行された国家公務員に対する賃下げ

法を是認したものです。人事院が、昨年の勧告時に、「国家公務員の給与減

額支給措置を盛り込んだ法案が、本院の給与勧告を踏まえることなく、国会

に提出されたことは遺憾と言わざるを得ない」とする考え方を表明している

ことにも反し、労働基本権制約の代償機関であることを自認してきた人事院

の立場を放棄したものにほかなりません。

３．人事院は、昨年の勧告時に、高齢期雇用にかかわって、定年を65 歳ま

で段階的に引き上げることを内容とする「意見の申出」を行いました。しか

し今年の「報告」では、「新たな再任用が円滑に行えるよう、各府省におい

て、…適切に対応することとしたい」と述べるにとどまり、定年延長を求め

た自らの「意見の申出」からは大きく後退した姿勢を示しました。

４．人事院は、国家公務員制度改革について、「国会が国家公務員の給与を

最終決定する下では、使用者である大臣等も給与決定について最終決定権を

持つ交渉当事者とはなれない」「合意に至った労働組合の加入者が職員の過

半数に満たない場合にどのように調整するかが新たな労使関係制度を措置す

る上で、議論を尽くしておくべき重要な前提となる」などとし、憲法が保障

する基本的人権としての労働基本権が、公務労働者に対して制約されている

ことが、あたかも合理的根拠をもつかのようにのべています。これは、公務

労働者の労働基本権よりも、その制約の代償措置を上位に位置づける、主客

転倒の論理です。しかも、議員立法によって強行された国家公務員への賃下

げ法を、今年の勧告にあたって是認した人事院が、労働基本権について言及

する資格などありません。

５．今年の確定闘争では、給与改善を含め国家公務員の賃下げ法の地方への

波及や退職手当の引き下げに反対するたたかいが重要な課題となります。給

与構造改革の完成とのかかわりで教職員評価を賃金などの処遇とリンクさせ

る動きも警戒しなければなりません。高教組は全教・日高教とともに、子ど

もたちの教育を守るためにも、生活の不安なしに教育に専念できる教職員の

待遇改善をもとめ、義務教育費国庫負担金や地方交付税の拡充をふくめ、文

科省と県教育委員会に引き続き改善を求めていくものです。

６．高教組は全教・日高教とともに、あらためて政府に対し、生計費にもと

づく賃金改善をおこなうことで、公務員労働者はもちろんのこと、すべての

労働者の賃金底上げに積極的な役割を果たすことを強く要求し、その実現の

ために民間労働組合や民主団体との共同のたたかいをさらにすすめていくも

のです。同時に、憲法と教育、国民のいのちと暮らしを守るたたかいと結合

し、成績主義賃金の本格導入阻止、超勤縮減の実効ある措置などをめざし、

今秋の確定闘争を全力でたたかう決意を表明します。

2012 人 事 院 勧 告 の ポ イ ン ト

〈 月例給・一時金ともに改定なし 〉

① 減額前の較差（△0.07％）に基づく月例給の改定なし

減額支給措置は民間準拠による改定とは別に未曾有の国難に対処するた

め、平成25年度末までの間、臨時特例として行われていることを勘案

② 期末・勤勉手当の支給月数は民間と均衡しており（公務3.95月、民間3.94

月）、改定なし

〈 50歳台後半層における給与水準の上昇を抑制するため、昇給・昇
格制度を見直し 〉

① 55歳を超える職員は、標準の勤務成績では昇給停止

② 高位の号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減

月例給の較差 ( 行政職俸給表(一) )

民間給与 国家公務員給与 較 差

401,516 円
減額前：401,789 円 △273 円(△0.07％)

減額後：372,906 円 28,610 円 (7.67％)

昇給号俸数 一般職員の例 （ 55歳超職員は、現行 → 見直し後 )

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

下記以外 ８以上 ６ ４ ２ ０

55歳超職員
４→２
以上 以上

３→１ ２→０ ０ ０

勤務成績 …
Ａ:極めて良好 Ｂ:特に良好 Ｃ:良好(標準) Ｄ:やや良好でない Ｅ:良好でない

人
事
院
は
８
月
8
日
、
国
会
及
び
内
閣
に
対
し
、
国

家
公
務
員
一
般
職
の
給
与
に
つ
い
て
勧
告
を
出
し
ま
し

た
。
給
与
特
例
法
に
よ
り
賃
金
が
大
幅
削
減
さ
れ
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
削
減
前
の
架
空
の
賃
金
と
民
間

を
比
較
し
、
賃
上
げ
勧
告
を
見
送
り
ま
し
た
。



政
府
は
、
人
事
院
か

ら
示
さ
れ
た
退
職
給
付

に
係
る
官
民
比
較
調
査

の
結
果
を
唯
一
の
理
由

と
し
て
、
国
家
公
務
員

の
退
職
手
当
４
０
２
・

６
万
円
削
減
を
決
定
し

ま
し
た
。
今
回
の
引
き

下
げ
は
、
退
職
手
当
法

で

設

け

ら

れ

て

い

る

「
調
整
率
」
を
、
現
行

の
１
０
４
／
１
０
０
か

ら
段
階
的
に
８
７
／
１

０
０
ま
で
引
き
下
げ
る

も
の
で
す
。

全
て
の
退
職
者
に
適
用

今
回
の
改
悪
は
、
定

年
退
職
者
だ
け
で
な
く

全
て
の
退
職
者
に
適
用

さ
れ
ま
す
。
例
え
ば
、

勤
続
19
年
で
自
己
都
合

退
職
す
る
場
合
、
支
給

率
は
現
行
で
19
・
71
月

分
（
調
整
率
を
乗
じ
な

い
）
で
す
が
、
今
回
の

改
悪
に
よ
り
８
７
／
１

０
０
を
乗
じ
て
17
・
1477

月
と
な
り
ま
す
。

退
職
手
当
の
削
減
は
、

正
規
の
公
務
労
働
者
に

留
ま
ら
ず
非
正
規
の
公

務
労
働
者
も
対
象
と
な
っ

て
い
ま
す
。
公
務
分
野

で
の
ワ
ー
キ
ン
ブ
・
プ

ア
の
存
在
が
大
き
な
問

題
と
な
っ
て
い
る
と
き
、

こ
の
よ
う
な
乱
暴
な
引

き
下
げ
は
絶
対
に
認
め

ら
れ
ま
せ
ん
。

生
活
設
計
を
破
壊
し
、

全
て
の
職
員
の
働
く
意

欲
を
奪
う

退
職
手
当
は
「
賃
金

の
後
払
い
」
で
あ
り
政

府
と
労
働
組
合
の
交
渉

事
項
で
あ
る
こ
と
は
明

白
で
す
。
と
こ
ろ
が
政

府
は
、
「
長
期
勤
続
報

償
」
と
強
弁
し
て
ま
と

も
に
交
渉
に
応
じ
よ
う

と
せ
ず
、
４
０
２
・
６

万
円
の
根
拠
に
つ
い
て

も
ま
と
も
な
説
明
が
で

き
ま
せ
ん
で
し
た
。

４
０
０
万
円
を
超
え

る
退
職
手
当
の
削
減
は

高
齢
層
だ
け
で
な
く
全

て
の
公
務
労
働
者
の
生

活
設
計
を
破
壊
し
、
働

く
意
欲
を
奪
う
も
の
で

す
。

地
方
公
務
員
へ
の
波
及

を
狙
う

政
府
は
、
「
独
立
行

政
法
人
や
地
方
公
務
員

に
対
し
て
も
同
様
な
措

置
を
要
請
す
る
」
こ
と

を
決
定
し
て
い
ま
す
。

４
０
０
万
円
を
超
え
る

退
職
手
当
の
削
減
は
国

家
公
務
員
だ
け
の
問
題

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
私

た
ち
の
今
秋
の
確
定
闘

争
の
最
重
要
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。

(1) 2012年９月１日号 （毎月１回１日発行） 兵 庫 高 教 組 新 聞 （昭和42年８月14日第三種郵便物認可） No. 1143

政府は8月7日、官民較差の解消等を
図るためとして、国家公務員の退職手当
を平均402.6万円引き下げる法案を国会

に提出するとの閣議決定を強行しました。
独立行政法人や地方公務員に対しても同
様な措置を要請することも決定しました。

退職手当の額

退職日の俸給月額 × 支給率 ＋ 調整額(責任に応じた加算額)

支給率は、勤続年数及び退職理由により定まります。例えば、勤続35

年以上での定年退職では、現行は、本則で定められる支給率は57月分

ですが、附則で 104 /10 0（＝調整率）を乗じることとしているので、

支給率は 59．28月となります。

定年前早期退職者の特例

現行は、勤続25年以上、50歳以上で、退職日の俸給月額を、定年前１年

につき俸給月額の２％を加えた額とします。

閣 議 決 定 の 主 な 内 容
１．調整率の段階的引き下げ：退職理由及び勤続年数にかかわらず、全て

の退職者に適用する。

過去の引き下げ時の段階的措置に比べ、１回あたり引下げ幅を

２倍程度とし、かつ、引下げ間隔を１年から９か月に短縮する。

２．早期退職募集制度導入・現行の早期退職特例措置の内容を拡充：拡充後

の内容…定年前15年以内に退職する勤続20年以上の者を対象として、定年

前１年につき最大３％の割増とする。

３．地方公務員の退職手当について：国家公務員の退職手当の見直しの動

向に応じて、各地方公共団体において制度の趣旨を踏まえ、今般の国家

公務員の退職手当制度の改正に準じて必要な措置を講ずるよう要請する。

現 行 104 / 100

2013. 1/ 1 ～ 2013.9/30 98 / 100

2013.10/ 1 ～ 2014.6/30 92 / 100

2014. 7/ 1 ～ 87 / 100

人事院給与勧告の骨子より

〈 給与勧告の基本的考え方 〉

・国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更する

ことができる。その変更に関し必要な報告・勧告を行うことは、国家公務

員法に定められた人事院の責務

・勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与

を確保する機能を有するものであり、能率的な行政運営を維持する上での

基盤

・公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準

は、経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給

与水準に準拠して定めることが最も合理的

国家公務員制度改革等に関する報告の骨子より

〈 高齢期における職員の雇用問題 〉

年金の支給開始年齢の段階的引上げに伴い、雇用と年金の接続が官民共通

の課題。本格的な少子高齢社会を迎える中で、高齢者の知識と経験を活用

するための就労環境の整備を図ることが国の課題

○ 新たな再任用に関する課題と取組

・新たな再任用制度の下、…大幅な増加が見込まれる再任用希望者に見合う

ポストをどう確保していくかが課題

・新たな再任用を円滑に行うため、…人事管理全体の見直し、…早期退職の

支援、定員上の取扱いの検討等について、各府省及び政府全体で取組を加

速すべき

・再任用職員の職務や働き方を踏まえ、必要な給与上の措置について検討し

適切に対応

・本院が意見の申し出で提示した定年の引き上げを含め、雇用と年金の接続

のあり方について再検討がなされる必要

〈 国家公務員制度改革についての基本認識 〉

○ 協約締結権付与に関する論点

・公務員は民間企業の労働者のように利潤の分配を求める立場になく、倒産

の懸念がない公務の労使交渉においては、市場の抑制力という給与決定上

の制約が存在しないため、民間の労使交渉にような自主的な決着を期する

ことは難しい

・国会が給与を最終決定する下では、使用者である大臣等も給与決定につい

て最終決定権を持つ交渉当事者とはなれず、市場の抑制力という制約が存

在しないことからも、自主的な決着に至らず仲裁への移行が常態化する懸

念がある

・職員団体に加入している者の割合が全体で約４割と半数以下となっている

現状を踏まえれば、労働組合の交渉当事者としての代表性をいかにして確

保するかが新たな労使関係制度を措置する上で、議論を尽くしておくべき

重要な前提


